
1/6

○相楽都市計画菅井・植田地区地区計画の区域内における建

築物の制限に関する条例（案）

（目的）

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下

「法」という。）第６８条の２第１項の規定に基づき、都市計画法

（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の規定により告示さ

れた相楽都市計画菅井・植田地区地区計画（以下「菅井・植田地区

計画」という。）の区域内における建築物に関する制限を定めるこ

とにより、関西文化学術研究都市の中心エリアである精華・西木津

地区へのエントランスゾーンにふさわしい適正な都市機能と健全な

都市環境を確保することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例における用語の意義は、法、建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８号）及び菅井・植田地区計画の定めるところ

による。

（適用区域）

第３条 この条例は、菅井・植田地区計画の区域内に適用する。

（建築物の用途の制限）

第４条 前条に規定する区域は、別表左欄に掲げる区域に区分し、当

該区域内においては、それぞれ同表右欄に掲げる建築物を建築して

はならない。

（建築物の容積率の最高限度）

第５条 建築物の容積率は、住居系ゾーンの区域内においては１０分

の１５を超えてはならない。

（建築物の敷地面積の最低限度）

第６条 建築物の敷地面積は、住居系ゾーンの区域内においては１５

０平方メートル以上、商業業務産業系ゾーンの区域内においては５

００平方メートル以上でなければならない。

２ 前項の規定の施行又は適用の際現に存する所有権その他の権利に

基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合しな

いこととなる土地について、その全部を一の敷地として使用する場

合においては、同項の規定は、適用しない。
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（壁面の位置の制限）

第７条 住居系ゾーンの区域内においては、建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面（以下「外壁等」という。）から敷地境界線までの距

離は、５０センチメートル以上後退しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、戸建住宅の用途に供する建築物につい

ては、次の各号に定めるところによる。

(1) 道路に一辺のみ接する場合にあっては、建築物の外壁等から
道路境界線までの距離を１メートル以上後退すること。

(2) 道路に二辺以上接する場合にあっては、いずれか一辺につい
て建築物の外壁等から道路境界線までの距離を１メートル以上後

退し、その他の辺については、建築物の外壁等から敷地境界線ま

での距離を５０センチメートル以上後退すること。

３ 前２項の規定にかかわらず、共同住宅の用途に供する建築物につ

いては、建築物の外壁等から敷地境界線までの距離は、１メートル

以上後退しなければならない。

４ 第１項から第３項までの規定は、次の各号のいずれかに該当する

場合は適用しない。

(1) 菅井・植田地区計画において別に定める壁面の位置の制限に
反しないとき。

(2) 第１項から第３項までに規定する距離に満たない建築物の部
分の外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以下であると

き。

(3) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メー
トル以下かつ第１項から第３項までに規定する距離に満たない

建築物又は建築物の部分の床面積の合計が５平方メートル以下

であるとき。

(4) 自動車車庫で、軒の高さが２．３メートル以下であるとき。
５ 沿道サービス系ゾーンの区域内においては、建築物の外壁等から

敷地境界線までの距離は、５０センチメートル以上後退しなければ

ならない。

６ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する場合は適用しな

い。
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(1) 前項に規定する距離に満たない建築物の部分の外壁等の中心
線の長さの合計が３メートル以下であるとき。

(2) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メー
トル以下かつ前項に規定する距離に満たない建築物又は建築物

の部分の床面積の合計が５平方メートル以下であるとき。

(3) 自動車車庫で、軒の高さが２．３メートル以下であるとき。
７ 商業業務産業系ゾーンの区域内においては、建築物の外壁等から

敷地境界線までの距離は、２メートル以上後退しなければならな

い。

８ 前項の規定は、守衛室その他これに類するもので、延べ面積が５

０平方メートル以下かつ地階を除く階数が一の建築物には適用しな

い。

（建築物の高さの最高限度）

第８条 住居系ゾーンの区域内においては、建築物の高さはその建築

物の地盤面から１２メートル以下でなければならない。

（建築物の敷地が区域の内外にわたる場合等の措置）

第９条 建築物の敷地が菅井・植田地区計画の区域の内外にわたる場

合における第４条、第５条、第６条及び第８条の規定の適用につい

ては、その敷地の過半が当該区域に属するときには、当該建築物又

はその敷地の全部について、これらの規定を適用し、その敷地の過

半が当該区域の外に属するときには、当該建築物又はその敷地の全

部について、これらの規定を適用しない。

２ 建築物の敷地が別表に規定する区域の２以上にわたる場合におけ

る第４条、第５条、第６条、第７条及び第８条の規定の適用につい

ては、その敷地の過半に存する区域をその敷地の全部が存する区域

とみなし、当該建築物又はその敷地の全部についてこの規定を適用

する。

（公益上必要な建築物の特例）

第１０条 町長がこの条例の規定の適用に関して、公益上必要な建築

物で用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可したものについて

は、その許可の範囲内において、当該規定は適用しない。

（委任）
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第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、町長が別に定める。

（罰則）

第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の罰金

に処する。

(1) 第４条の規定に違反した場合における当該建築物の建築主
(2) 第５条、第６条第１項、第７条第１項から第３項まで、第５
項及び第７項並びに第８条の規定に違反した場合における当該

建築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設

計図書に従わないで工事を施工した場合においては、当該建築

物の工事施工者）

(3) 建築物を建築した後において、当該建築物の敷地を分割する
ことにより、第５条又は第６条第１項の規定に違反した場合に

おいては、当該建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者

(4) 法第８７条第２項において準用する第４条の規定に違反した
場合における当該建築物の所有者、管理者又は占有者

２ 前項第２号に規定する違反があった場合において、その違反が建

築主の故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を

罰するほか、当該建築主に対しても同項の罰金刑を科する。

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者がその法人又は人の業務に関して、前２項の違反行為をした場合

においては、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても

第１項の罰金刑を科する。
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別表（第４条関係）

区域 建築してはならない建築物

住居系ゾーン １ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供

するもの（宅地建物取引業を営む店舗で、その

用途に供する部分の床面積の合計が５００平方

メートル以内かつ、２階以下の部分をその用途

に供するものを除く。）

２ 大学、高等専門学校、専修学校その他これら

に類するもの

３ 病院

４ 公衆浴場、保育所

沿道サービス系ゾ

ーン

１ 大学、高等専門学校、専修学校その他これら

に類するもの

２ 公衆浴場

３ 自動車教習所

４ 床面積が１５平方メートルを超える畜舎

５ カラオケボックスその他これに類するもの

６ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投

票券発売所、場外車券売場その他これらに類す

るもの

７ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの

商業業務産業系ゾ

ーン

１ 住宅、兼用住宅、共同住宅又は寄宿舎

２ ボーリング場、スケート場、その他これらに

類する運動施設（水泳場を除く。）

３ カラオケボックスその他これに類するもの

４ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投

票券発売所、場外車券売場その他これらに類す

るもの

５ キャバレー、料理店その他これらに類するも

の

６ 劇場、映画館、演芸場、観覧場又はナイトク

ラブその他これに類するもの
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７ 幼稚園、小学校又は中学校

８ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの

９ 床面積が１５平方メートルを超える畜舎（店

舗に附属するものを除く。）

１０ 法別表第２（ぬ）項第３号又は第４号に掲

げる建築物（法別表第２（ぬ）項第４号に掲げ

るものについては、非常時の用に供する部分を

除く。）

１１ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７

号）第２条第２項に規定するばい煙発生施設

（同法施行令別表第１中１の項に規定するボイ

ラー、１０の項に規定する無機化学工業品又は

食料品の製造の用に供する反応炉（カーボンブ

ラック製造用燃焼装置を含む。）及び直火炉

（２６の項に掲げるものを除く。）並びに非常

時の用に供する部分を除く。）、同条第９項に

規定する一般粉じん発生施設又は同条第１０項

に規定する特定粉じん発生施設を設置する工場

又は事業場


